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 北海道の火山の研究 
 北海道内の火山の研究は、1910 年の有
珠山噴火以前から、多くの学識者が研究
を行ってきた。 
 1968～69 年に発生した十勝岳の異常地
震活動を契機に北海道大学名誉教授 
故石川俊夫先生が北海道へ働きかけ、火
山専門委員会が設立され、北海道内の火
山について、研究が進むこととなった。 
 1971年以降、「北海道における火山に関
する研究報告書」を刊行され、これまで、
13火山、15編が出されている。 
 

■ 国、気象庁の防災対応 
 日本では気象庁が、火山活動の監視や火
山に関する情報の発表の責務を担って
いた。 
 1972年 10月、桜島の噴火活動が激化し、
噴火予知の実用化への社会的要請が高
まり、1973年６月、測地学審議会の建議
により、1974年に「第１次火山噴火予知
計画」が策定され、この計画に基づき、
壮瞥町に、北海道大学有珠火山観測所が
整備された。 
 火山観測所では、火山の現場での基礎的
な研究・教育の実践において、多くの人
材を輩出し、ここでの研究成果が火山学
の伸展、地域防災の推進に大きく貢献し
た。 
 1978 年の有珠山の噴火では、大規模な
泥流が発生し、旧虻田町洞爺湖温泉で
は、３名が犠牲となった。この噴火では、
火山専門委員会の委員であった北海道大学名誉教授横山泉先生、北海道大学名
誉教授勝井義雄先生が、気象庁とともに
現地観測班を立ち上げ、道や地元市町に
助言を行っていた。 
 

■ 北海道内の火山防災 
 1978 年の有珠山噴火後、北海道駒ヶ岳
を抱える森町などは、災害対策基本法第
17 条に基づく協議会を 1980 年に設置
し、火山専門委員の助言・提言のもと、
広域的な防災計画と国内初となる火山
ハザードマップを作成した。 
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 また、1985年コロンビアのネバドデル・
ルイス火山での火山泥流災害の発生を
受け、十勝岳を有する上富良野町・美瑛
町でも、大正噴火の経験などを踏まえ
て、火山ハザードマップを作成した。 
 北海道では、火山防災という概念が不明
確な時代から、火山専門委員会が地元市
町村、住民と道の間に立って、火山防災
を作り上げてきた。これを「北海道方式」
と呼ばれている。 
 

§２  2000 年の有珠山噴火 

■ 2000年以前の取組 
 1977 年にも有珠山は噴火している。こ
の噴火前日に、壮瞥町では、火山性地震
が頻発している中で「昭和新山爆発再現
花火大会」を実施していた。噴火は、翌
朝だったため、犠牲者は出ずに済んだ
が、一歩間違えば大惨事になっていたこ
とは、疑う余地もなかった。 
 この噴火が、壮瞥町の火山防災の原点と
なり、噴火対応を教訓に、有珠火山観測
所の研究者の協力を得て、「市民大学講
座」や「子ども郷土史講座」などの取組
を始まった。 
 1993年から 95年にかけて、昭和新山生
成 50 周年記念事業が地域の有志により
企画され、「国際火山ワークショップ(火
山会議)」が開催された。同じ頃、火山
専門委員などの助言をもと、壮瞥町独自
の火山防災マップが作成され、全世帯に
配布された。 
 その後も、こうした活動は継続され、研
究者、行政、住民と、メデイアも含め「顔の見える信頼関係」が構築されてき
た。 

 
■ 噴火前の事前対応 
 2000 年噴火の前兆として、噴火の４日
前にあたる３月 27 日から地震が観測さ
れ、北海道大学・岡田先生から壮瞥町に
電話が入り、町職員が火山観測所に向か
った。 
 28 日には、気象庁から臨時火山情報が
発表され、壮瞥町では、災害対策本部を
設置し、洞爺湖温泉地区等に自主避難を
呼びかけた。 
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 29 日には、気象庁から緊急火山情報が
発表され、洞爺湖温泉地区等に避難勧告
が発令された。その後、専門委員会が開
催され、避難指示に切り替えられた。 
 30日には、壮瞥町、旧蛇田町、伊達市合
わせて 10,545 人の避難が完了したが、
翌日の 31日 13時 7分に、西山麓から噴
火が起きた。 
 避難の判断は、気象庁などからの情報と
専門家のアドバイスにより行った。こう
した対応がとれたのは、平時からの顔の
見える関係が構築されていたからである。  
 

■ 噴火時の対応 
 2000年の噴火対応では、国の機関が、伊
達市役所に集結し、「連絡調整会議」が
開催された。噴火後は、「非常災害現地
対策本部」に切り替えられ、北海道と３
市町による合同会議」が開催され、課題
解決に向けたさまざまな対応が行われ
た。 
 噴火直後の対応として、火口位置の特定
や陸上自衛隊のヘリによる観測が行わ
れた。 
 火山研究分野で社会的責任を果たすこ
とに、命をかけた研究者の存在、迅速か
つ的確な判断を下す覚悟ができた首長
の存在と、それを支えた職員、関係機関、
そして、有珠山の特性を理解した住民、
マスメディアの存在、こうした人々が、
日頃から顔の見える関係を築き、緊急時
には、それぞれが役割を果たしたため、
住民の事前避難と人的被害ゼロが実現
した。 
 こうした体制が、全国の火山防災のスタ
ンダードになれば良いが、現実は厳し
く、噴火予知や火山防災行政の現状とも併せて課題は多くある。 
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§３  近年の国の動きと火山防災 

■ 2000年以降の国の動き 
 2000 年有珠山噴火の１年後、2001 年小
泉内閣が発足し、「骨太の方針 2002三位
一体改革」により地方財政は、大幅に削
減され、市町村合併が推進された。 
 2002年 11月「国立大学法人化、大学の
構造改革を進める」とした閣議決定がな
され、こうした背景から、火山の基礎的
な研究への予算配分も少なくなった。 
 一方、気象庁では、こうした状況に対応
すべく、2002年に札幌・仙台・東京・福
岡に火山監視・情報センターを設置し、
観測機器のデータを 24時間体制で集中監視する体制を構築した。また、気象業
務法を改正し、2007年から噴火警戒レベルの運用も始めた。 

 
■ 2014年御嶽山噴火災害とその後の動き 
 2014 年の御嶽山噴火では、多くの登山
者が犠牲となり、火山防災に対するさま
ざまな課題が指摘された。 
 御嶽山噴火の教訓を、今後の火山防災対
策に生かすため、国は、中央防災会議の
防災対策実行会議に、初めてとなる火山
防災対策推進を標榜したＷＧを設置し
た。私自身も委員として、議論に参画し
た。 
 このＷＧの提言を受け、活動火山対策特
別措置法（以下、「活火山法」という。）
の一部が改正された。活火山法の改正を
受けて、火山防災対策基本指針の策定や
警戒地域の指定、さらに火山周辺地域で
の火山防災協議会の設置（改組）に向け
た検討が進められている。 
 国では、活火山法改正を根拠として、予
算の増額や組織定員の増員などの対策
の強化が図られ、大学の噴火予知研究、
人材育成促進が期待されている。 

 

§４  活火山と共に生きる 

■ 有珠山での復興計画 
 2000年の噴火は、火山学的には、小さな
噴火で、人的な被害はなかったものの、
多くの公共施設が被災し、被害総額は、
230億円にのぼった。 
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 噴火活動終息後、北海道を中心に、３市
町で約１年間かけて復興計画を作成し、
交通網の機能強化などが盛り込まれて
いる。 
 また、噴火復興を目的としたエコミュー
ジアムを基盤にしたのが「洞爺湖有珠山
ジオパーク」の活動で、教育、観光、経
済を柱に事業が展開されている。 
 こうした地域の魅力を発信する語り部
「洞爺湖有珠火山マイスター」が制度化
され、2014年 12月現在、40名が、活躍
している。 

 
■ 有珠山での観光客・外国人対策 
 2000 年有珠山噴火後、観光再開にあた
り、壮瞥町では、観光客の安全確保に関
する指針をまとめた。 
 指針をもとに、防災マップには、避難経
路と注意事項が日本語と英語で書かれ、
宿泊施設等の玄関、ロビー、客室などに
掲示するように作成されている。また、
避難時の注意事項を記載したものは、４
カ国語で作成されている。 
 こうした観光施設での情報提供ととも
に、避難に必要な誘導サインを、北海道
の協力で、道路標識として整備した。こ
れらの誘導サインも、英文が併記されて
いる。  
 また、火山防災マップを観光客が来訪す
る場所に、掲示しており、これも英語が
併記されている。 
 今後は、多国語化なども考慮し、火山防
災協議会による避難計画等に基づき、誘
導サインを、道路管理者の協力を得て整
備することや、観光パンフレット類に、
噴火時の情報入手方法などを掲載して
いく必要がある。 
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§５  まとめ 

 北海道には、火山専門委員会と、道、市
町村、火山専門家などの関係機関が作り
上げてきた火山防災協議会という基盤
がある。活火山法の改正を受け、この基
盤を生かし、減災を推進する「新たな火
山防災協議会」を設立（または改組）す
ることが重要と考えている。 
 火山防災を推進するにあたり、必要なこ
とは、相手である「火山」をよく知るこ
とで、相手を理解しなければ、対策は立
てられない。今回の活火山法改正で、火
山防災協議会の構成メンバーに、学識者を必須とすることが規定されているの
は、こうした背景にある。 
 また、平時からコアグループ会議等で、構成メンバーが、防災まちづくりのビ
ジョンなどの認識を共有し、頻繁に連絡・調整を図りながら「顔の見える関係」
を構築し、主体的に火山（自然）と共生する持続可能な地域社会の形成を目指
す施策と事業を展開していくことが、今後の火山防災の鍵になると考えている。 

 
 
＜講演会の様子＞ 


